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令和 6年度 

決 算 報 告 書

自 令和 6年 4月 1日 

至 令和 7 年 3月 31日 

一般財団法人 ＪＣＣＰ国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 



(単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減
Ⅰ　資産の部

１．流動資産
現金預金 103,554,576 99,071,867 4,482,709
未収金 21,692,032 8,756,481 12,935,551
前払金 8,744,263 8,111,337 632,926
仮払金 171,232 0 171,232
立替金 0 115,970 △ 115,970

流動資産合計 134,162,103 116,055,655 18,106,448

２．固定資産
（１）基本財産

普通預金 6,700,260 0 6,700,260
投資有価証券 736,493,200 817,059,000 △ 80,565,800

基本財産合計 743,193,460 817,059,000 △ 73,865,540
（２）特定資産

建物付属設備 7,278,755 9,112,133 △ 1,833,378
機械装置 8,014,658 25,225,588 △ 17,210,930
什器備品 4,929,254 8,202,786 △ 3,273,532
ソフトウェア 8,192,534 5,930,257 2,262,277
退職給付引当資産 59,363,800 102,202,200 △ 42,838,400
減価償却引当資産 117,381,907 117,381,907 0

特定資産合計 205,160,908 268,054,871 △ 62,893,963
（３）その他固定資産

6,844,023 9,133,935 △ 2,289,912
2,700,737 2,748,904 △ 48,167
1,391,852 1,391,852 0

394,019 1,810,865 △ 1,416,846

建物付属設備
什器備品
電話加入権
敷金・保証金
投資有価証券 383,424,000 599,864,000 △ 216,440,000

その他固定資産合計 394,754,631 614,949,556 △ 220,194,925
固定資産合計 1,343,108,999 1,700,063,427 △ 356,954,428

資産合計 1,477,271,102 1,816,119,082 △ 338,847,980

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 1,317,206 1,706,706 △ 389,500
預り金 1,002,308 966,254 36,054
短期借入金 110,000,000 290,000,000 △ 180,000,000
前受金 6,000,000 6,000,000 0
賞与引当金 14,799,122 13,180,738 1,618,384

流動負債合計 133,118,636 311,853,698 △ 178,735,062
２．固定負債

退職給付引当金 59,363,800 102,202,200 △ 42,838,400
固定負債合計 59,363,800 102,202,200 △ 42,838,400

負債合計 192,482,436 414,055,898 △ 221,573,462

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

補助金 106,351,480 126,407,043 △ 20,055,563
寄付金 743,193,460 817,059,000 △ 73,865,540

指定正味財産合計 849,544,940 943,466,043 △ 93,921,103
（うち基本財産への充当額） (743,193,460) (817,059,000) (△ 73,865,540)
（うち特定資産への充当額） (106,351,480) (126,407,043) (△ 20,055,563)

２．一般正味財産 435,243,726 458,597,141 △ 23,353,415
（うち特定資産への充当額） (39,445,628) (39,445,628) (0)

正味財産合計 1,284,788,666 1,402,063,184 △ 117,274,518
負債及び正味財産合計 1,477,271,102 1,816,119,082 △ 338,847,980

科　　 　　目

貸　借　対　照　表
令和7年3月31日現在
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（単位：円）
当年度 前年度 増 減

Ⅰ 一般正味財産増減の部
1. 経常増減の部

(1) 経常収益
① 基本財産運用益 6,725,914 5,199,000 1,526,914
② 受取会費 43,500,000 43,625,000 △ 125,000
③ 受取分担金 547,699,776 430,923,248 116,776,528

46,223,103 36,020,669 10,202,434
基盤整備事業分担金 501,476,673 394,902,579 106,574,094

④ 受取補助金等 1,501,988,252 1,485,605,532 16,382,720
国庫補助金 1,501,988,252 1,485,605,532 16,382,720

⑤ 雑益 6,501,038 4,871,398 1,629,640
受取利息等 6,501,038 4,871,398 1,629,640

経常収益計 2,106,414,980 1,970,224,178 136,190,802
(2) 経常費用

① 事業費 2,049,688,028 1,957,869,003 91,819,025
高度人材育成支援事業 776,475,889 777,180,521 △ 704,632
事業環境整備事業 1,273,212,139 1,180,688,482 92,523,657

② 管理費 70,778,418 102,175,306 △ 31,396,888
人件費 46,827,306 53,622,036 △ 6,794,730
管理諸費 23,951,112 48,553,270 △ 24,602,158

③ 支払利息 4,071,551 2,555,063 1,516,488
経常費用計 2,124,537,997 2,062,599,372 61,938,625

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 18,123,017 △ 92,375,194 74,252,177
投資有価証券評価損益等 △ 5,230,397 △ 12,514,996 7,284,599
評価損益等計 △ 5,230,397 △ 12,514,996 7,284,599
当期経常増減額 △ 23,353,414 △ 104,890,190 81,536,776

2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

① 受取補助金等 11 16 △ 5
経常外収益計 11 16 △ 5

(2) 経常外費用
① 固定資産除却損 12 16 △ 4
経常外費用計 12 16 △ 4

当期経常外増減額 △ 1 0 △ 1
当期一般正味財産増減額 △ 23,353,415 △ 104,890,190 81,536,775
一般正味財産期首残高 458,597,141 563,487,331 △ 104,890,190
一般正味財産期末残高 435,243,726 458,597,141 △ 23,353,415

Ⅱ 指定正味財産増減の部
① 受取補助金 4,700,000 13,026,135 △ 8,326,135
② 基本財産評価損益等 △ 73,865,540 △ 8,264,000 △ 65,601,540
③ 一般正味財産への振替額 △ 24,755,563 △ 27,794,878 3,039,315

当期指定正味財産増減額 △ 93,921,103 △ 23,032,743 △ 70,888,360
指定正味財産期首残高 943,466,043 966,498,786 △ 23,032,743
指定正味財産期末残高 849,544,940 943,466,043 △ 93,921,103

Ⅲ 正味財産期末残高 1,284,788,666 1,402,063,184 △ 117,274,518

高度人材育成事業分担金

正味財産増減計算書
令和6年 4月 1日から令和7年 3月31日まで

科　　目
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（単位：円）
その他会計

産油・産ガス国高度
人材育成支援事業

産油・産ガス国事業
環境整備事業 小計 特定事業

Ⅰ　一般正味財産増減の部
1.経常増減の部

(1)経常収益
①基本財産運用益 0 0 0 0 6,725,914 0 6,725,914
②受取会費 0 0 0 0 43,500,000 0 43,500,000
③受取分担金 46,223,103 501,476,673 547,699,776 0 0 0 547,699,776

46,223,103 0 46,223,103 0 0 0 46,223,103
基盤整備事業分担金 0 501,476,673 501,476,673 0 0 0 501,476,673

④受取補助金等 730,252,786 771,735,466 1,501,988,252 0 0 0 1,501,988,252
国庫補助金 730,252,786 771,735,466 1,501,988,252 0 0 0 1,501,988,252

⑤雑益 0 0 0 0 6,501,038 0 6,501,038
受取利息等 0 0 0 0 6,501,038 0 6,501,038

経常収益計 776,475,889 1,273,212,139 2,049,688,028 0 56,726,952 0 2,106,414,980
(2)経常費用

①事業費 776,475,889 1,273,212,139 2,049,688,028 0 0 0 2,049,688,028
高度人材育成支援事業 776,475,889 0 776,475,889 0 0 0 776,475,889
事業環境整備事業 0 1,273,212,139 1,273,212,139 0 0 0 1,273,212,139

②管理費 0 0 0 0 70,778,418 0 70,778,418
人件費 46,827,306 46,827,306
管理諸費 23,951,112 23,951,112

③支払利息 0 0 0 0 4,071,551 0 4,071,551
経常費用計 776,475,889 1,273,212,139 2,049,688,028 0 74,849,969 0 2,124,537,997

0 0 0 0 △ 18,123,017 0 △ 18,123,017
投資有価証券評価損益等 0 0 0 0 △ 5,230,397 0 △ 5,230,397
評価損益等計 0 0 0 0 △ 5,230,397 0 △ 5,230,397
当期経常増減額 0 0 0 0 △ 23,353,414 0 △ 23,353,414

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

①受取補助金 1 10 11 0 0 0 11
経常外収益計 1 10 11 0 0 0 11

(2)経常外費用
①固定資産除却損 1 10 11 0 1 0 12
経常外費用計 1 10 11 0 1 0 12

当期経常外増減額 0 0 0 0 △ 1 0 △ 1
0 0 0 0 △ 23,353,415 0 △ 23,353,415

当期一般正味財産増減額 0 0 0 0 △ 23,353,415 0 △ 23,353,415
一般正味財産期首残高 253,718,796 △ 1,349,264 252,369,532 0 206,227,609 0 458,597,141
一般正味財産期末残高 253,718,796 △ 1,349,264 252,369,532 0 182,874,194 0 435,243,726

Ⅱ　指定正味財産増減の部
①受取補助金 0 4,700,000 4,700,000 0 0 0 4,700,000
②基本財産評価損益等 0 0 0 0 △ 73,865,540 0 △ 73,865,540
③一般正味財産への振替額 △ 2,565,528 △ 22,190,035 △ 24,755,563 0 0 0 △ 24,755,563

当期指定正味財産増減額 △ 2,565,528 △ 17,490,035 △ 20,055,563 0 △ 73,865,540 0 △ 93,921,103
指定正味財産期首残高 16,891,176 109,515,867 126,407,043 680,996,822 136,062,178 0 943,466,043
指定正味財産期末残高 14,325,648 92,025,832 106,351,480 680,996,822 62,196,638 0 849,544,940

Ⅲ　正味財産期末残高 268,044,444 90,676,568 358,721,012 680,996,822 245,070,832 0 1,284,788,666

評価損益当調整前当期計上増減額

他会計振替前当期一般正味財産増減額

正味財産増減計算書内訳表
令和6年 4月 1日から令和7年3月31日まで

科　　目 法人会計 合計
内部
取引
消去

実施事業等会計

高度人材育成事業分担金
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普通預金 6,700,260 (6,700,260) (0) (0)

財務諸表に対する注記

　(3)引当金の計上基準

　　 賞与引当金・・・従業員に対する賞与に備えるため、当事業年度末の支給見込み額基準で計上している。

　　 退職給付引当金・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　(4)リース取引の処理方法

1．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　 その他有価証券（時価のあるもの）・・・期末日の市場価格等に基づく時価法

　(2)固定資産の減価償却の方法

　　 建物付属設備・機械装置・什器備品及びソフトウェア・・・定額法による減価償却を実施している。

　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

　　 準じた会計処理をしている。

　(5)消費税等の会計処理

　　 消費税等は、税込方式によって会計処理している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

(単位：円) 

当期末残高

基本財産

投資有価証券 817,059,000 206,351,969 286,917,769 736,493,200

普通預金 0 6,700,260 0 6,700,260

小　　　　　　計 817,059,000 213,052,229 286,917,769 743,193,460

特定資産

建物付属設備 9,112,133 0 1,833,378 7,278,755

機械装置 25,225,588 0 17,210,930 8,014,658

什器備品 8,202,786 0 3,273,532 4,929,254

ソフトウェア 5,930,257 4,700,000 2,437,723 8,192,534

退職給付引当資産 102,202,200 17,938,300 60,776,700 59,363,800

合　　　　　　計 1,085,113,871 235,690,529 372,450,032 948,354,368

減価償却引当資産 117,381,907 0 0 117,381,907

小　　　　　　計 268,054,871 22,638,300 85,532,263 205,160,908

対応する額）

基本財産

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

(単位：円) 

（うち負債に

投資有価証券 736,493,200 (736,493,200) (0) (0)

小　　　　　　計 743,193,460 (743,193,460) (0) (0)

特定資産

建物付属設備 7,278,755 (7,278,755) (0) (0)

機械装置 8,014,658 (8,014,658) (0) (0)

什器備品 4,929,254 (4,929,254) (0) (0)

ソフトウェア 8,192,534 (8,192,534) (0) (0)

退職給付引当資産 59,363,800 (0) (0) (59,363,800)

減価償却引当資産 117,381,907 (77,936,279) (39,445,628) (0)

小　　　　　　計 205,160,908 (106,351,480) (39,445,628) (59,363,800)

合　　　　　　計 948,354,368 (849,544,940) (39,445,628) (59,363,800)

（記載上の留意事項）
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　　基金からの充当額がある場合には、財源の内訳として記載するものとする。



(単位：円) 

貸借対照表上

の記載区分

指定正味財産

 

（直接法により減価償却を行っている場合）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額

(単位：円) 

当期末残高

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

什器備品 52,539,735 44,909,744 7,629,991

ソフトウェア 11,288,546 3,096,012 8,192,534

建物付属設備 123,534,734 109,411,956 14,122,778

機械装置 87,661,415 79,646,757 8,014,658

合　　　　　　計 275,024,430 237,064,469 37,959,961

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

補助金等の名称 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　　　　　　計 126,407,043 4,700,000 24,755,563 106,351,480

産油国石油精製技術等対策事業費補助金 126,407,043 4,700,000 24,755,563 106,351,480
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合　　　　　　計 24,755,563

減価償却費計上に伴う振替額 24,755,552

経常外収益への振替額

固定資産除却損計上に伴う振替額 11

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

内　　　　　　容

(単位：円) 

金　　　額

経常収益への振替額



59,363,800

賞与引当金 13,180,738 14,799,122 13,180,738 0 14,799,122

退職給付引当金 102,202,200 17,938,300 60,776,700 0
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附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細

　　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載をしているので省略する。

２．引当金の明細
（単位：円）

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他









監 査 報 告 

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

理事長 西 克司 殿 

 私は、令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日までの令和 6年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

１．監査の方法及びその内容 

監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の

状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属

明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等

（貸借対照表、正味財産増減計算書及びその附属明細書)について検討いたしました。 

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

(2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果

財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認めます。

令和 7年 5月 23日 

一般財団法人 

JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関  

監事   石塚 貴裕      



監 査 報 告 

一般財団法人 JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

理事長 西 克司 殿 

 私は、令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日までの令和 6年度の理事の職務の執行を

監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

１．監査の方法及びその内容 

各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め

るとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産

の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附

属明細書について検討いたしました。 

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る財務諸表等

（貸借対照表、正味財産増減計算書及びその附属明細書)について検討いたしました。 

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示して

いるものと認めます。 

  二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 

(2) 財務諸表等及びその附属明細書の監査結果

財務諸表等及びその附属明細書は、法人の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認めます。

令和 7年 5月 26日 

一般財団法人 

JCCP国際石油・ガス・持続可能エネルギー協力機関 

監事   渡邊 厚夫      
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